
令和２年度

菊陽町下水道事業会計予算書

熊本県菊池郡菊陽町





  （総　　則）
第　１　条　　令和２年度菊陽町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）
第　２　条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）水洗化戸数

　（２）年間有収水量

　（３）一日平均処理水量

　（４）主な建設改良費 公共下水道施設整備費　 農業集落排水施設整備費

２１１ 

７，０００千円６５７，４５３千円

（農業集落排水事業）

令和２年度菊陽町下水道事業会計予算

７，０７０，８２４ 

１９，３７２ 

（公共下水道事業）

１７，３７２戸 ２７４戸

７６，９０９ 
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  （収益的収入及び支出）
第　３　条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第　１　款 事業収益 千円

　　第　１　項 　営業収益 千円

　　第　２　項 　営業外収益 千円

　　第　３　項 　特別利益 千円

　第　１　款 事業費用 千円

　　第　１　項 　営業費用 千円

　　第　２　項 　営業外費用 千円

　　第　４　項 　予備費 千円１０,０００

６,９５９

１,３３８,４４４

１,２０１,０８２

１２７,３６２

支　　　　　出

９９１,９９８

４０６,１８０

収　　　　　入

１,４０５,１３７
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  （資本的収入及び支出）

　第　１　款 資本的収入 千円

　　第　１　項 　企業債 千円

　　第　２　項 　出資金 千円

　　第　３　項 　負担金 千円

　　第　４　項 　補助金 千円

　　第　５　項 　交付金 千円

　　第　７　項 　その他資本的収入 千円

　第　１　款 資本的支出 千円

　　第　１　項 　建設改良費 千円

　　第　２　項 　企業債償還金 千円

　　第　３　項 　投資 千円

　　第　４　項 　予備費 千円

１,２４２,９７１

６６４,４５３

５７６,３００

１８

２,２００

支　　　　　出

収　　　　　入

８４７,６８７

５８８,５００

１０９,４３８

１７,８７１

８０,５００

８４２

５０,５３６

第　４　条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額
　  ３９５，２８４千円は、過年度分損益勘定留保資金６，２２２千円、当年度分損益勘定留保資金３１９，１９３千円、
　  減債積立金２１，０３６千円、繰越利益剰余金処分額３，８０５千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
　　整額４５，０２８千円で補填するものとする。）
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  （企業債）

第　５　条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

  （一時借入金）
第　６　条　　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　７　条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用額 １０，０００千円

資本費平準化債 ３６,０００

証書借入
又は

証券発行

　ただし、企業財政その他の都合に
より、据置期間及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若しくは、低利債
に借り換えることができる。

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法 利率

計 ５８８,５００

流域下水道事業分

流域関連公共下水道事業分

下水道事業債（特別措置分）

償還の方法

４９３,７００

４５,６００

　４０年以内（据置期間５年以内
半年賦元利均等償還又は半年賦元金
均等償還）

５％以内１３,２００

（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行なった後にお
いては当該見直し後の利
率）
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  （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第 ８ 条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

　経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費 千円

  （他会計からの補助金）

第 ９ 条　　一般会計からこの会計への補助を受ける額は、５９，２７４千円である。

  （利益剰余金の処分）

第１０条　　繰越利益剰余金のうち３，８０５千円は、次のとおり処分するものと定める。

　　（１）　減債積立金　　　　　　　　 　　　　　３，８０５千円

令和２年２月２８日　提出

菊陽町長 後　藤　三　雄

４５,４４７
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付　　属　　書　　類
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業収益 1,405,137

１．営業収益 991,998

１．下水道使用料 848,390 委託徴収分、直接徴収分

２．他会計負担金 136,808 一般会計繰入金（雨水処理負担金）

４．その他営業収益 6,800 維持管理負担金（熊本市、合志市）

２．営業外収益 406,180

１．受取利息及び配当金 18 基金利息

２．他会計補助金 41,403 一般会計繰入金（汚水処理、資本費分）

４．長期前受金戻入 364,644 長期前受金収益化額

６．雑　収　益 115 償還利子分負担金（合志市）

３．特別利益 6,959

３．その他特別利益 6,959 熊本北部流域下水道建設負担金清算金（合志市）

1,405,137

令和２年度　菊陽町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業費用 1,338,444

１．営 業 費 用 1,201,082

１．管渠費 419,606 汚水及び雨水処理施設等の維持管理に要する経費

２．ポンプ場費 16,063 汚水中継ポンプ場の維持管理に要する経費

３．セミコンテクノパーク
　　維持管理費

16,825
セミコンテクノパーク内の汚水処理施設の維持管
理に要する経費

４．処理場費 11,112 白水浄化センターの維持管理に要する経費

５．総係費 56,591 事業全体の運営、管理に要する経費

６．減価償却費 680,885 固定資産償却費

２．営業外費用 127,362

１．支払利息 126,562 企業債利息

３．消費税及び地方消費税 300 消費税及び地方消費税納税予定額

４．雑支出 500 雑損失

４．予  備  費 10,000

１．予  備  費 10,000

1,338,444支　出　合　計

- 9 -



収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的収入 847,687

１．企業債 588,500

１．企業債 588,500 企業債借入金

２．出資金 109,438

１．出資金 109,438 一般会計出資金（繰入基準内企業債償還元金）

３．負担金 50,536

２．受益者負担金 27,532 受益者負担金

３．工事負担金 23,004 他団体負担金（熊本市・合志市）

４．補助金 17,871

３．他会計補助金 17,871 一般会計繰入金（汚水整備事業・老朽管対策分）

５．交付金 80,500

１．交付金 80,500 社会資本整備総合交付金

７．その他資本的 842

　　収入 １．その他資本的収入 842 償還元金分負担金（合志市）

847,687

資本的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的支出 1,242,971

１．建設改良費 664,453

１．施設費 664,453
汚水・雨水整備事業、老朽管対策事業
白水地区農業集落排水事業

２．企業債償還金 576,300

１．企業債償還金 576,300
公共下水道事業559,155千円
農業集落排水事業17,145千円

３．投資 18

１．投資 18 基金利子

４．予備費 2,200

１．予備費 2,200

1,242,971支　出　合　計
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 39,081,751

　　　固定資産減価償却費 680,885,000

　　　賞与･法定福利費引当金増減額（△は減少） 18,000

　　　長期前受金戻入 △ 364,644,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 18,000

　　　支払利息 126,562,000

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 44,928,297

　　　未払金増減額（△は減少） 1,067,600

　　　その他 △ 15,709,407

　　　　　小計 422,314,647

　　　利息及び配当金の受取額 18,000

　　　利息の支払額 △ 126,562,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 295,770,647

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 990,045,265

　　　無形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 18,385,454

　　　交付金による収入 105,415,000

　　　受益者負担金・分担金による収入 27,108,160

　　　他会計補助金による収入 17,871,000

　　　他団体負担金による収入 23,004,000

　　　その他資本的収入 842,000

　　　基金積立 △ 18,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 834,208,559

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 892,400,000

　　　企業債の償還による支出 △ 576,299,288

　　　他会計出資金の受入 109,438,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 425,538,712

４　資金増減額 △ 112,899,200

５　資金期首残高 192,914,763

６　資金期末残高 80,015,563

令和２年度予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（令和2年4月1日～令和3年3月31日）

-
 
1
2
 
-



給　与　費　明　細　書
（１）総括 （単位：千円）

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位：千円）

区　　分
職員数（人） 給　　与　　費

本
年
度

損益勘定
支弁職員

4

一般職 報酬 給料
法定福利費

特別職 手当等

7,798

賃金
合計

計

25,963

合　計

21,429 4,53413,631

資本勘定
支弁職員

3 3,704 19,484

14,302 37,209 8,238 45,4477

6,504 15,780

22,907

9,276

3,718

損益勘定
支弁職員

4 20,792 4,432

10,570

8,150

21,727

合　計 7 24,065

7,439 18,009

25,224

資本勘定
支弁職員

46,951

比

較

損益勘定
支弁職員

136

38,801

102

前
年
度

13,495

14,736

7,297

3

△ 14

739

資本勘定
支弁職員

△ 1,294

501 637

88

△ 2,243

合　計 △ 1,158

△ 935 △ 2,229

児童
手当

△ 1,504

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分
期末
手当

勤勉
手当

時間外
手当

△ 434 △ 1,592

扶養
手当

通勤
手当

住居
手当

540 393

管理職
手当

本年度 5,464 3,871 2,082 756 296 900

810

用地交渉
手当

日直
手当

比較 △ 400 △ 176 12 △ 282

地域
手当

4,047 2,070 1,038 238前年度 5,864 276 393

90

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

58 264

給料 △ 1,158

給与改定に伴う増減分 ―

昇給期間短縮に伴う増加分 ―

その他の増減分 △ 2,056 人事異動による

普通昇級に伴う増加分 898

その他の増減分 △ 434

期末手当　 △400
勤勉手当　 △176
時間外手当 　 12
扶養手当　 △282
通勤手当      58
住居手当　   264
児童手当　    90

職員手当等 △ 434

制度改正に伴う増減分 ―

-
 
1
3
 
-



（３）給料及び手当の状況

ア　職員一人当たり給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

1 14.3

4　級 1 14.3

計 7 100

5　級

6　級

平成31年4月1日現在

1　級 3 42.9

2　級

3　級 2 28.6

6　級 1 14.3

計 7 100

4　級 1 14.3

5　級

令和2年4月1日現在

1　級 2 28.6

2　級 2 28.6

3　級 1 14.3

一般職
高校卒 150,600

区分
企業職

級 職員数（人） 構成比（％）

行政職 大学卒 182,200 182,200

147,900 150,600 －

短大卒 163,100 163,100

区分
企業職（一般行政
職）（円）

企業職（技能労務
職）（円）

国の制度

一般行政職（円） 技能労務職（円）

平成31年4月1日

平均給料月額　　（円） 286,488

平均給与月額　　（円） 343,929

平均年齢　　　　（歳） 36.7

区　　　　　　分 企　　業　　職

令和2年4月1日

平均給料月額　　（円） 272,702

平均給与月額　　（円） 331,833

平均年齢　　　　（歳） 34.6

-
 
1
4
 
-



（級別の標準的な職務内容）

エ　昇給

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 100.0 100.0

６号給　（人）
号給数別内訳

４号給　（人） 7 7

２号給　（人）

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 100.0 100.0

7 7

前
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 7 7

昇給にかかる職員数（B）　　（人）

８号給　（人）

６号給　（人）

８号給　（人）

号給数別内訳

２号給　（人）

４号給　（人） 7 7

5　級

技能労務職

本
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 7 7

昇給にかかる職員数（B）　　（人） 7 7

代表的な職種

一般行政職

6　級

職　務

主事、技師、
保育士、保健
師、司書、精
神保健福祉士
及び臨床心理
士の職務

高度な知識経
験を必要とす
る主事、技
師、保育士、
保健師、司
書、精神保健
福祉士及び臨
床心理士の職
務

係長、参事及
び主査の職務

高度な知識経
験を必要とす
る係長及び参
事の職務並び
に園長の職務

課長補佐、指
導主事の職務
及び高度な知
識経験を必要
とする園長の
職務

次長、会計管
理者、課長、
局長、室長及
び館長の職務
及び高度な知
識経験を必要
とする所長
（課長級）の
職務

7　級

部長の職務及
び高度な知識
経験を必要と
する次長、局
長の職務

区　分 1　級 2　級 3　級 4　級

区分 合計

-
 
1
5
 
-



オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び早期退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

住居手当 同

通勤手当 同

代表的な特殊勤務手当の名称

区分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

給料総額に対する比率（％） 0.00

支給対象職員の比率（％）
（令和２年４月１日現在）

0.00

国の指定基準に基づく支給率（％） 20.0

区分 全職種
代表的な職種

行政職

支給対象地域 1級地

支給率（％） 20.0

支給対象職員数（人）

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置（45％
以内加算）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置（45％
以内加算）

備考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

国の制度 2.250 2.250 4.50

前年度 2.225 2.225 4.45
３級　    　１００分の５

４級・５級　１００分の１０

６級　    　１００分の１５

2.250 4.50
３級　    　１００分の５

４級・５級　１００分の１０

６級・７級　１００分の１５

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置
備考

６月（月分） １２月（月分）

本年度 2.250

-
 
1
6
 
-



（平成31年 4月 1日から令和2年 3月31日まで）

円 円 円

1         営業収益            

(1)       下水道使用料        

(2)       他会計負担金        

(3)       その他営業収益       

2         営業費用            

(1)       管渠費           

(2)       ポンプ場費         

(3)       

(4)       処理場費         

(5) 総係費           

(6) 減価償却費         

(7) 資産減耗費

営業利益

3         営業外収益           

(1)       受取利息及び配当金     

(2)       他会計補助金        

(3) 長期前受金戻入

(4) 雑収益           

4         営業外費用           

(1)       支払利息          

(2)       雑支出           

経常利益

5 特別利益

(1)       過年度損益修正益

(2)       その他特別利益

6 特別損失

(1)       過年度損益修正損

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

22,638,000

1,000 1,000 6,326,364

40,317,000

1,000

6,327,3646,326,364

367,035,000

125,081 407,493,081

159,417,503

8,065,725

2,850,779 141,786,779 265,706,302

35,076,593

41,402,957

95,376,546

138,936,000

16,000

15,456,815

53,347,631

3,821,000 1,131,881,437

△230,629,709

683,511,000

353,089,178

14,590,088

セミコンテクノパーク維持管理費

令和元年度菊陽町下水道事業予定損益計算書

766,550,910

128,783,000

5,917,818 901,251,728

-
 
1
7
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,691,857,584
ロ建物 145,593,061

減価償却累計額 64,844,058 80,749,003
ハ構築物 24,207,298,885

減価償却累計額 4,494,756,591 19,712,542,294
ニ機械及び装置 793,112,490

減価償却累計額 453,084,227 340,028,263
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 1,514,040 79,687
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 1,854,296 474,177
ト建設仮勘定 167,786,252

有形固定資産合計 21,993,517,260
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 721,307,822
無形固定資産合計 721,307,822

(3) 投資その他資産
イ基金 172,923,955

投資合計 172,923,955
固定資産合計 22,887,749,037

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 192,914,763 192,914,763
(2) 未収金

イ営業未収金 88,292,646
ロ営業外未収金 7,688,400
ハその他未収金 650,890
ニ貸倒引当金 △ 997,312 95,634,624

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4)その他流動資産 664,912 664,912

流動資産合計 289,392,559
資産合計 23,177,141,596

令和元年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（令和２年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
1
8
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 6,744,904,939 6,744,904,939

固定負債合計 6,744,904,939

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 576,299,288 576,299,288

(3) 未払金
イ営業未払金 22,562,200
ロ営業外未払金 4,900
ハその他未払金 87,000,000 109,567,100

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,068,000
ロ法定福利費引当金 651,000 3,719,000

(5) その他流動負債
イ預り金 12,430,930 12,430,930

流動負債合計 702,016,318

5 繰延収益
(1) 長期前受金 14,573,062,604
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,885,071,203

繰延収益合計 11,687,991,401
負債合計 19,134,912,658

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 726,330,000
ハ組入資本金 441,603,743 2,883,514,716

資本金合計 2,883,514,716

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 18,969,269

資本剰余金合計 855,618,261
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 21,036,867
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 122,641,591
ニ当年度未処分利益剰余金 159,417,503

･その他未処分利益剰余金変動額 (22,638,000)
･繰越利益剰余金 (95,376,546)
･当年度純利益 (41,402,957)

利益剰余金合計 303,095,961
剰余金合計 1,158,714,222
資本合計 4,042,228,938
負債資本合計 23,177,141,596

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
1
9
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,691,857,584
ロ建物 145,593,061

減価償却累計額 70,552,058 75,041,003
ハ構築物 25,027,927,060

減価償却累計額 5,082,675,591 19,945,251,469
ニ機械及び装置 793,112,490

減価償却累計額 488,409,227 304,703,263
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 1,514,040 79,687
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 2,000,296 328,177
ト建設仮勘定 250,194,342

有形固定資産合計 22,267,455,525
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 687,906,276
無形固定資産合計 687,906,276

(3) 投資その他資産
イ基金 172,941,955

投資合計 172,941,955
固定資産合計 23,128,303,756

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 80,015,563 80,015,563
(2) 未収金

イ営業未収金 93,563,818
ロ営業外未収金 47,195,525
ハその他未収金 1,074,730
ニ貸倒引当金 △ 997,312 140,836,761

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4) その他流動資産 664,912 664,912

流動資産合計 221,695,496
資産合計 23,349,999,252

令和２年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
2
0
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 7,065,041,366 7,065,041,366

固定負債合計 7,065,041,366

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 572,263,573 572,263,573

(3) 未払金
イ営業未払金 23,602,800
ロ営業外未払金 31,900
ハその他未払金 0 23,634,700

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,076,000
ロ法定福利費引当金 652,000 3,728,000

(5) その他流動負債
イ預り金 12,430,930 12,430,930

流動負債合計 612,057,203

5 繰延収益
(1) 長期前受金 14,731,867,197
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 3,249,715,203

繰延収益合計 11,482,151,994
負債合計 19,159,250,563

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 835,768,000
ハ組入資本金 441,603,743 2,992,952,716

資本金合計 2,992,952,716

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 18,969,269

資本剰余金合計 855,618,261
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 867
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 122,641,591
ニ当年度未処分利益剰余金 219,535,254

･その他未処分利益剰余金変動額 (43,674,000)
･繰越利益剰余金 (136,779,503)
･当年度純利益 (39,081,751)

利益剰余金合計 342,177,712
剰余金合計 1,197,795,973
資本合計 4,190,748,689
負債資本合計 23,349,999,252

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
2
1
 
-



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法
イ．有形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　建物　　　８～３７年
　　　構築物　　１０～５０年
　　　機械及び装置　　６～３５年
　　　車両運搬具　　４～６年
　　　工具器具及び備品　　４～８年

ロ．無形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　施設利用権　　　３５年

（２）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

ロ．退職給与引当金

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表等に関する注記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
　いる。

　  職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給与
　引当金は計上していない。

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、事
　業年度末における支給見込額に基づき、事業年度の負担に属する額を計上している。

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「下水
道に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担する
と見込まれる額は次のとおりである。
　令和元年度　２，４４１，４７５千円
　令和２年度　２，２１３，３２３千円

-
 
2
2
 
-



３．セグメント情報に関する注記
（１）報告セグメントの概要

イ．報告セグメントの決定方法

ロ．各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事業区分
公共下水道事業
農業集落排水事業

（２）各報告セグメントの営業収益等

イ． 令和元年度予定（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 893,724,455 7,527,273 901,251,728

営業費用 1,096,033,260 35,848,177 1,131,881,437

営業損益 △ 202,308,805 △ 28,320,904 △ 230,629,709

経常損益 29,036,494 6,040,099 35,076,593

セグメント資産 22,424,198,246 752,943,350 23,177,141,596

セグメント負債 18,595,457,856 539,454,802 19,134,912,658

その他の項目

他会計繰入金 144,225,000 24,875,000 169,100,000

減価償却費 659,494,000 24,017,000 683,511,000

特別利益 6,327,364 0 6,327,364

特別損失 1,000 0 1,000

ロ．
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 160,907,049 △ 1,489,546 159,417,503

その他未処分利益剰余
金変動額 22,638,000 0 22,638,000

繰越利益剰余金 102,906,191 △ 7,529,645 95,376,546

当年度純利益 35,362,858 6,040,099 41,402,957

　　　菊陽町下水道事業は、公共下水道、農業集落排水事業の２事業を運営しており、各
　　事業毎に運営方針等を決定していることから「公共下水道事業」及び「農業集落排水
　　事業」の２つを報告セグメントとしている。

事業の内容
公共下水道事業の維持管理、汚水・雨水管渠の整備
農業集落排水事業の維持管理、汚水管渠の整備

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

428,441,250 16,436,363 444,877,613

令和元年度予定（令和２年３月３１日）

-
 
2
3
 
-



ハ． 令和２年度予定（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 906,641,636 7,614,546 914,256,182

営業費用 1,123,774,803 33,102,085 1,156,876,888

営業損益 △ 217,133,167 △ 25,487,539 △ 242,620,706

経常損益 23,513,289 9,242,098 32,755,387

セグメント資産 22,610,763,598 739,235,654 23,349,999,252

セグメント負債 18,642,745,555 516,505,008 19,159,250,563

その他の項目

他会計繰入金 151,672,000 26,539,000 178,211,000

減価償却費 660,943,000 19,942,000 680,885,000

特別利益 6,326,364 0 6,326,364

特別損失 0 0 0

ニ．
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 211,782,702 7,752,552 219,535,254

その他未処分利益剰余
金変動額 43,674,000 0 43,674,000

繰越利益剰余金 138,269,049 △ 1,489,546 136,779,503

当年度純利益 29,839,653 9,242,098 39,081,751

４．その他の注記

（１）賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩
　令和２年度における職員の期末手当・勤勉手当の支給、及びこれに伴う法定福利費を支
払うため、賞与引当金３，０６８千円、法定福利費引当金６５１千円をそれぞれ取り崩す
予定である。

令和２年度予定（令和３年３月３１日）

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

1,002,067,084 6,363,635 1,008,430,719

-
 
2
4
 
-


